
届出住宅の建築基準法上の用途は、
「住宅」「長屋」「共同住宅」「寄宿舎」 のいずれか

新築後、年１回以上居住の用に供している

「宿泊室」「台所」「浴室」「便所」「洗面設備」は備わっている

届出しようとする住宅は、「現に人の生活の本拠として使用されている家屋」
「随時その所有者、賃借人又は転借人の居住の用に供されている家屋」
「入居者の募集が行われている家屋」のいずれか

自己所有の戸建て住宅である
①届出しようとする住宅が賃貸又は転借の
場合、賃借人等が住宅宿泊事業の用に供す
ることを承諾している
②届出しようとする住宅が分譲マンション
等の場合、管理規約等で住宅宿泊事業を営
むことが禁止されてない、又は、管理組合
に禁止する意思がない

宿泊者の安全の確保を図るために必要な措置を満
たしている ※民泊の安全措置の手引きを参照

届出対象となる住宅では
ありません

はい

はい

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

届出しようとする住宅は以下の全てを満たしている
①居室の数が5以内である
②住宅に人を宿泊させる間、届出者が不在とならない

はい

住宅宿泊管理業者へ委託する、又は、
届出者が住宅宿泊管理業の登録を受ける

住宅宿泊事業ができません欠格事由（法第４条）に該当しない

はい

はい

関係法令について相談済みである
他法令により住宅宿泊事業が制限される場合が
ありますので、必ず事前に相談してください

はい

届出により住宅宿泊事業の実施が可能

営業日数は年間１８０日以内

はい
いいえ

旅館業の許可が必要です。

届出者は個人か法人か
法人

個人

いいえ

住宅宿泊事業（民泊）フローチャート

いいえ

いいえはい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

※上記に当てはまらないケースもあります。
詳細は所管の保健所にお問い合わせください。
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